
 

静 情 審 第 2 2 号  

平成 2 7年９月2 8日  

 

静岡県代表監査委員 

富永 久雄 様  

 

静岡県情報公開審査会  

会 長  興 津 哲 雄 

 

静岡県情報公開条例第19条の規定に基づく諮問について（答申） 

  

平成26年10月22日付け監査第44号の２による下記の諮問について、別紙のとおり答申

します。 

  

記  

 

特定日に発表された特定の職員の懲戒処分等に関する文書の部分開示決定に対す

る異議申立て（諮問第196号） 

 

 





別紙 

 

１ 審査会の結論 

  静岡県監査委員の決定は、妥当である。 

 

２ 異議申立てに至る経過 

 (1) 平成26年８月12日、異議申立人は、静岡県情報公開条例（平成12年静岡県条例

第58号。以下「条例」という。）第６条の規定により、静岡県監査委員（以下「実

施機関」という｡）に対し、別記１の内容に係る公文書の開示を請求し、翌日、

実施機関は、当該開示請求を受け付けた。 

 (2) 平成26年８月27日、実施機関は、別記２の文書（以下「本件対象公文書」とい

う。）を特定した上で、その一部について、条例第７条第２号及び第６号に該当

するとして、条例第11条第１項の規定に基づき部分開示決定（以下「本件決定」

という。）を行い、異議申立人に通知した。 

 (3) 平成26年９月５日、異議申立人は、本件決定を不服として、行政不服審査法（昭

和37年法律第160号）第６条の規定により実施機関に対し異議申立てを行い、同

月９日、実施機関は、これを受け付けた。 

 

３ 異議申立人の主張要旨 

異議申立ての趣旨は、本件決定を取り消し、本件対象公文書の全部の開示を求め

るというものであり、異議申立人が異議申立書及び意見書で主張している異議申立

ての理由等は、おおむね次のとおりである。 

 (1) 実施機関の職員なら見聞き可能な情報を実施機関の職員でない人物に情報開示

しても、当該職員の私生活が脅かされたり、当該職員の思想、信条や個人の宗教、

人種や民族性が新規に開示されたりするとは言えない。 

 (2) 「機微な情報」とされる情報を非開示とすることが決して濫用されてはならない。 

 (3) 公文書開示請求等によって入手可能な職員録等によって、加害職員の氏名も職も

特定することが可能である。  

 (4) 精神科病院の医師、看護師、事務員などが十分な専門性を有しているか否かとい

う情報は、広く一般に公にされていることが要請されている。 

 (5) 本件決定における非開示部分は、懲戒処分を実施した地方独立行政法人静岡県立

病院機構（以下「機構」という。）自らが報道機関等に資料を提供した上で2010

年に静岡県庁で会見して発表し、被害職員の遺族が2013年に静岡県庁で会見して発

表しているため、インターネットでは報道機関のウェブサイト、図書館等では紙媒

体の新聞等で何人にも閲覧複写が可能である。掲載紙や掲載日など、インターネッ

ト上のブログ記事の情報をきっかけに、図書館のレファレンスサービスを利用して



本件の開示請求の内容に係る懲戒処分等（以下「本件懲戒処分等」という。）が行

われた際の新聞記事を入手したところ、本件懲戒処分等の対象者４名（以下「本件

被処分者」という。）全員の役職と年齢が明記されており、うち１名については、

氏名まで明記されていた。したがって、当該新聞記事で公開になった情報は、条例

第７条第２号に該当しないか、同号ただし書アに該当する。 

 (6) 特定期間の懲戒処分事案に係る条例に基づく公文書開示請求に対して、静岡県警

察本部長は、懲戒処分の公表基準にのっとって公表を行っていなかった事案につい

ても開示したのだから、懲戒処分の公表時に公表された情報を非開示とすることは

違法である。  

 (7) 他の自治体の事案と比較しても、事件自体から４年ほど、遺族の発表から１年ほ

どしか経過していない重大事件の情報を非公開にすることは違法である。  

 (8) 報道機関に対して提供した情報のうちただの一つでも情報公開請求に対して

非開示と決定したら、開示請求者の立場・請求の目的・理由等によって開示・非

開示を異ならせてはならないという情報公開の大原則等に著しく反する。少なく

とも、いったん報道機関等に提供した情報は、すべて情報公開請求でも開示すべ

きである。  

 (9) 本件対象公文書に係る情報が、被害職員を含むいわゆる精神障害者の基本的人

権である生存権、勤労権、幸福追求権そのものであることから、その情報を持っ

ている行政機関等がそれを秘匿すべきであるとの決定をすることは認められな

い。  

 

４ 実施機関の主張要旨 

実施機関が意見書で述べている主張は、おおむね次のとおりである。 

 (1) 監査委員は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第199

条第７項の規定により、必要があると認めるとき、又は普通地方公共団体の長の

要求があるときは、当該普通公共団体が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失

補償、利子補給その他の財政的援助（以下「財政的援助」という。）を与えてい

るものの出納その他の事務の執 行で当該財政的援助に係るものを監査すること

ができるものとされており、県が100％出資している機構は、実施機関の監査の

対象に含まれ得る。 

 (2) 本件対象公文書は、実施機関の職員が、機構に対して事前調査である予備監査

を行った後、本監査を行う監査委員に報告するために作成した文書１及び本件懲

戒処分等に係る資料として、機構から提供された文書２である。 

 (3) 文書１の「ア 事実」においては、非開示とした役職を明らかにすることによ

り特定の個人を識別することができることから、条例第７条第２号に該当し、非

開示とした。職員がパワーハラスメントを行ったり、当該行為が原因で懲戒処分



を受けたりしたという情報は、職務の遂行に係る情報とはいえないため、条例第

７条第２号ただし書ウには該当せず、また、人の生命、健康、生活又は財産を保

護するため公にすることが必要であるという事情も認められず、条例第７条第２

号ただし書イにも該当しない。さらに、静岡県知事部局の公表基準（「懲戒処分

等の公表基準」（平成16年２月20日付け総務部長通知。以下「公表基準」という。））

に準じて、機構が本件懲戒処分等に係る事案の公表を行っているが、本件被処分

者の氏名や役職は公表されておらず、他に法令や慣行により公表されているとは

いえず、又は公にすることが予定されている情報とはいえないため、条例第７条

第２号ただし書アにも該当しない。 

 (4) 文書１の「イ 経緯」及び「ウ 現時点の対応」で非開示とした部分は、特定

の個人の病状や人事管理に関する情報などの機微な情報であり、そのような情報

であるにもかかわらず、適正な監査業務が実施できるよう、実施機関への報告事

項として機構から任意に提供されたものである。したがって、このような情報が

実施機関から公にされることになれば、監査対象機関からの信頼を裏切り、正確

な情報を入手することが困難となるなど、監査に係る事務に関し、正確な事実の

把握が困難となるおそれがあることから、条例第７条第６号アに該当する。 

 (5) 文書１の「ウ 現時点の対応」で非開示とした部分は、自殺した職員の遺族と

病院機構との話し合いの方向性や人事管理に係る情報などの機微な情報であり、

そのような情報であるにもかかわらず、適正な監査業務が実施できるよう、監査

委員への報告事項として、機構から任意に提供されたものである。したがって、

このような情報が実施機関から公にされることになれば、監査対象機関からの信

頼を裏切り、正確な情報を入手することが困難となるなど、監査に係る事務に関

し、正確な事実の把握が困難となるおそれがあることから、条例第７条第６号ア

に該当する。 

 (6) 文書２においては、本件被処分者の氏名及び役職を非開示としているが、特定

の職員が懲戒処分等を受けたという情報は、個人に関する情報であり、氏名等と

ともに記載されていることから、特定の個人を識別することができるものとして、

条例第７条第２号本文に該当する。また、前述のとおり、条例第７条第２号ただ

し書のいずれにも該当しない。 

 

５ 審査会の判断 

当審査会は、本件対象公文書を見分の上、非開示部分について審査した結果、以

下のように判断する。 

 (1) 本件対象公文書の性質・内容 

  ア 財政的援助団体に対する監査 

監査委員は、当該地方公共団体の財務に関する事務及び当該地方公共団体の経



営に係る事業の管理の監査を基本的職務としている（法第199条第１項）。 

また、監査委員は、当該地方公共団体だけでなく、必要があると認めるとき、

又は普通地方公共団体の長の要求があるときは、当該普通地方公共団体が財政的

援助を与えているものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係るもの

を監査することができるものとされている（法第199条第７項）。 

機構は、静岡県から財政的援助を受けている団体として、上記の規定に基づい

て、実施機関の監査対象となったものである。 

  イ 監査手法 

監査は、不正又は違法の摘発を旨とするものではなく、当該地方公共団体の行

政の適法性や妥当性を確保するものであり、その手法については、必要に応じて

関係人の出頭を求めることができること（法第199条第８項）、監査結果の決定

は監査委員の合議で行った上で、監査結果の報告を当該普通地方公共団体の議会

等に提出するとともに公表すること（法第199条第９項）などのほかは、法に具

体的な規定がないため、監査制度の趣旨、目的を踏まえた監査委員の合理的な裁

量に委ねられていると解されている。 

実施機関においては、事務局職員又は事務局から委託された公認会計士による

事前調査（予備監査）を行った後、委員による書面監査又は実地監査を行い、監

査委員協議会で監査結果の報告を決定し、県議会に報告するとともに、県公報に

登載している。 

  ウ 本件対象公文書の性質・内容 

本件対象公文書は、機構から提出された調書等をもとに実施機関の事務局職員

が実施した予備監査の結果を記録した調査書のうち、起案鑑、目次及び機構の運

営する病院で発生したパワーハラスメント事案についての報告内容が記載され

た部分（文書１）と、予備監査後に参考となる情報として機構から提供された、

本件懲戒処分等の対象者、処分内容、処分理由、処分日、被害職員の自殺に係る

情報（自殺した時期、遺族の動向）並びに記者会見の実施予定日時及び応対者が

記載されている文書（文書２）で構成される。 

このうち、本件決定において非開示とされた部分は、別記３のとおりである。 

 (2) 本件懲戒処分等の実施及び被害職員の公務災害認定の際の公表状況について 

実施機関の意見書によれば、本件懲戒処分等が行われた際、機構は、公表基準に

準じて公表を行ったとのことである。 

公表基準によれば、公表の対象となるのは、地方公務員法（昭和25年法律第261

号）に基づく懲戒処分（免職、停職、減給、戒告）で、公表する内容は、(1)処分日、

(2)処分内容、(3)処分の事由並びに(4)被処分者の情報（所属（部局名及び本庁・出先

の別）、職位及び年齢）であるが、刑事事件等となって既に氏名が報道等で公になっ

ている場合には、これらに加えて、被処分者の氏名も公表することとされている。 



また、懲戒処分に至らない軽微な職務上の義務違反などを行った職員に対し、将

来の行動を戒め、あるいは注意を喚起するために行われる訓告や口頭注意などの服

務監督上の処分については、社会的影響が大きいと判断される事案において懲戒処

分が行われたことに伴って、当該懲戒処分対象者の管理監督者に対して行われたと

きは、その内容を公表することとされている。 

機構は、公表基準に準じて、平成22年12月17日、本件懲戒処分等の実施の際に、

処分日、処分内容、処分理由、本件被処分者の情報（所属、職位、年齢（戒告処分

相当とされた退職者については職位及び年齢を除く。））、パワーハラスメントの

被害職員の自殺に係る情報（自殺した時期、遺族の動向）、機構の理事長コメント

が記載された「静岡県立病院機構職員の処分」というタイトルの文書（資料１）を

報道機関に提供するとともに、同内容について、「静岡県立病院機構職員の処分に

ついて」と題する記事（資料２）をホームページ上に掲載したが、刑事事件等となっ

て既に氏名等が報道等で公表されている場合に該当しなかったため、関係者の氏名

の公表は行っていない（以下、資料１及び資料２に記載された情報を「報道機関提

供情報」という。なお、資料２についてはその後にホームページから削除され、閲

覧できなくなっている。）。 

なお、報道機関提供情報に加え、本件被処分者の役職、性別及び発言内容の一部

並びに被害職員の性別、職種、年齢、傷病名に係る情報等が掲載された記事が現在

でもインターネット上の医療関係のサイトで確認でき、さらに、異議申立人が提出

した新聞の写しによれば、管理監督者として服務監督上の処分を受けた者の氏名も

確認できる。報道機関提供情報を超えるこれらの部分は、機構が本件懲戒処分等の

実施に際して県庁で行った記者会見などにより報道機関が入手した情報であると

推測される。 

また、同じくインターネット上の医療関係のサイトでは、①被害職員の氏名、職

種、年齢、傷病名、②被害職員の両親の氏名、年齢、コメント等、③本件被処分者

の役職、発言内容の一部に係る情報が掲載された記事が現在も確認できるが、これ

は被害職員の死亡が公務上の災害であると認定されたことを受け、被害職員の遺族

が平成25年３月８日に県庁で記者会見を行った際に公表された情報であると推測

される。 

  (3) 非開示情報該当性等 

   ア 文書１ア及び文書２ 

文書１ア及び文書２では、被害職員の性別、年齢及び自殺場所並びに本件被

処分者の氏名及び役職が非開示とされている。 

    (ア) 条例第７条第２号本文該当性 

文書１アにおいては被害職員の性別、年齢、自殺場所、加害職員の役職等

が記載されており、また、文書２においては特定の個人が受けた本件懲戒処



分等の概要が記載されていることから、いずれについても、第７条第２号本

文の個人に関する情報に該当する。 

    (イ) 条例第７条第２号ただし書ア該当性 

異議申立人は、新聞報道された被害職員の性別や本件被処分者の役職等の

情報については、過去に明らかにされた情報であることから、条例第７条第

２号ただし書アに該当し、開示すべきだとする旨の主張をしているため、以

下、これらの点について検討する。 

文書１ア及び文書２では、機構が本件懲戒処分等を実施した際に新聞報道

された被害職員の性別及び年齢並びに本件被処分者の役職及び本件被処分

者のうち１名の氏名が非開示とされている。 

これらは、報道機関提供情報を超えた情報であり、本件懲戒処分等の被処

分者が退職者も含め４名に及ぶ上、本件懲戒処分等の処分理由に係るパワー

ハラスメントの事実関係が複雑であるという事案の性質から、機構が報道提

供した際に配布等した資料の理解の便宜のために報道機関からの求めに応

じて伝えた情報であると推測され、個別事例の内容の差異にかかわらず、懲

戒処分があった場合に一般的に公表されるものではないので、公表慣行が

あった情報とはいえない。 

また、異議申立人は、被害職員の遺族が県庁において行った記者会見を受

けて報道された情報についても、条例第７条第２号ただし書アに該当するた

め開示すべきだとするが、当該記者会見の実施場所として県庁の施設が利用

されたものの、その際に報道された情報はそもそも機構により公表されたも

のではなく、機構による本件懲戒処分等の実施時点においても公表慣行が

あった情報とはいえない。 

さらに、先に検討した１名を除く本件被処分者の氏名及び被害職員の自殺

場所は、上記の機構や被害職員の遺族が実施した記者会見の際にも新聞報道

されておらず、開示請求の時点において他に公表慣行があったことをうかが

わせる事情も確認できない。 

したがって、文書１ア及び文書２で非開示とされた被害職員の性別、年齢

及び自殺した場所並びに被処分者等の氏名及び役職については、条例第７条

第２号ただし書アには該当せず、非開示が妥当である。 

    (ウ) 条例第７条第２号ただし書イ該当性 

異議申立人は、本件決定で非開示とされた情報が、被害職員を含む精神障

害者の基本的人権である生存権、勤労権、幸福追求権に係る情報であり、パ

ワーハラスメントによる自殺という事案の重大性を踏まえ、医療施設や福祉

施設等に就職・転職を希望する人の生命、健康、生活又は財産を保護するた

め公にすることが必要であるなどと主張する。 



確かに、パワーハラスメントによる被害を防ぐために、実際に発生した事

例に係る情報を、発生した職場内にとどまらず、外部へ情報提供することに

一定の意義は認められる。 

しかしながら、本件決定で非開示とされているのは、本件被処分者の氏名、

役職等の個人の識別につながる情報や被害職員の自殺した場所など情報で

あり、これらの情報について、開示することによる利益が非開示とすること

による利益を上回るとはいえない。 

したがって、条例第７条第２号ただし書イには該当せず、非開示が妥当で

ある。 

    (エ) 条例第７条第２号ただし書ウ該当性 

懲戒処分等を受けたということは、公務員等である職員に分任された職務

の遂行に係る情報とは認められない。 

したがって、条例第７条第２号ただし書ウには該当せず、非開示が妥当で

ある。 

    (オ) 部分開示の範囲の適否について 

以上に述べたとおり、文書１ア及び文書２はそれぞれ、条例第７条第２号

本文に該当し、同号ただし書のいずれにも該当しないと認められる。 

しかし、条例第７条第２号の情報が記録されている場合には、条例第８条

第２項の規定により、氏名、生年月日その他の特定の個人を識別することが

できることとなる記述等の部分（以下「個人識別部分」という。）を除くこ

とにより、公にしても個人の権利利益を害するおそれがないと認められると

きは、当該部分を除いて開示すべきこととされており、本件決定においても、

同項の規定に基づき、部分開示が行われている。 

本件決定で非開示とされているのは、本件被処分者の氏名、役職等の個人

識別部分や、被害職員の自殺した場所などの個人識別部分を除いても個人の

権利利益を害するおそれのある情報であることから、本件決定で開示した範

囲を超えて部分開示を行うことはできない。 

   イ 文書１イ及びウについて 

本件対象公文書は、法第199条第７項の規定に基づき、財政的援助の対象と

なっている団体に対して出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係るも

のについて実施することが認められた監査に係るもので、実施機関によれば、

適正な監査業務が実施できるように、機構から任意に提供されたものであると

されている。 

監査委員の行う調査は、相手方が応じなかった場合の罰則規定がなく、法的

強制力を有していないため、監査委員の調査活動が円滑に行われ、事実認定及

び判断の基礎となる情報や資料の収集が十分に行われるためには、守秘義務



（法第198条の３第２項）を負う監査委員に対する信頼関係を前提として、監

査対象機関の職員等の関係人が監査に対して任意に協力することが不可欠で

ある。 

また、県が財政的援助をしている団体に対する監査は、監査を行う地方公共

団体とは別の団体に対して実施するものであるため、監査の範囲は「出納その

他の事務の執行で当該財政的援助に係るもの」に限定されるべきで、当該団体

の運営全般にわたるような監査を行うなどしてその自主性を侵すことがあっ

てはならないとされている。 

当審査会において文書１のイ及びウの部分を見分したところ、監査対象機関

で発生したパワーハラスメント事案の経緯（被害職員が配属されてから、パ

ワーハラスメントを受け、自殺に至るまでの経緯）や関係職員についての人事

方針、自殺した遺族との交渉状況など予備監査の結果に係る記録作成時点にお

ける機構の対応状況など、直接には、「出納及び出納に関連する事務」に係る

ものとはいえない情報が記載されていた。 

これらは個人の自殺等に関する機微な情報で、直接には監査対象事項ではな

いにもかかわらず、監査委員の守秘義務を前提に、将来的に損害賠償義務の発

生など「出納及び出納に関連する事務」となる可能性も踏まえ、実施機関のい

うとおり、適正な監査業務を実施できるように、機構から任意に提供され、実

施機関が保有するに至ったものであると解される。 

したがって、このような情報が実施機関から公にされることになれば、監査

対象機関からの信頼を裏切り、今後、正確な情報を入手することが困難となる

など、監査に係る事務に関し、正確な事実の把握が困難となるおそれがあるこ

とから、条例第７条第６号アに該当し、非開示が妥当である。 

 

よって、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

６ 審査会の処理経過 

当審査会の処理経過は、別記４のとおりである。 



別記１ 開示請求の内容 

2010年12月17日に、静岡県立病院機構が、静岡県立こころの医療センターで2010年

３月頃からある職員に対してパワーハラスメントが行われたとして、当該加害職員ら

を懲戒処分にした、と発表した。その事件に関する文書全て 

 

別記２ 本件対象公文書 

文書１ 調査書（監査箇所名 地方独立行政法人静岡県立病院機構） 

文書２ 県立病院機構職員の処分 

 

別記３ 本件決定で非開示とされた部分 

非開示箇所 非開示部分 

ア 事実 
被害職員の性別、年齢、自殺場所／加

害職員の役職 

イ 経緯 
項目以外（被害職員の配属から自殺に

至るまでの詳細な経緯） 

文書１ 

 

３ 報告事項 

 (1) パワーハラス

メントの発生 ウ 現時点の対応 

項目以外（文書１作成時点における機

構と遺族との交渉状況、機構における

人事情報、実施機関職員のコメント） 

文書２ ２ 概要 本件被処分者の氏名、役職 

 

  別記４ 審査会の処理経過 

年 月 日 処  理  内  容 審査会 

平成 26 年 10 月 22 日 実施機関から諮問書を受け付けた。  

平成 26 年 11 月 28 日 実施機関の意見書を受け付けた。  

平成 27 年 １月 ５日 異議申立人の意見書①を受け付けた。  

平成 27 年 １月 15 日 異議申立人の意見書②を受け付けた。  

平成 27 年 １月 19 日 異議申立人の意見書③を受け付けた。  

平成 27 年 １月 30 日 異議申立人の意見書④を受け付けた。  

平成 27 年 ２月 ９日 異議申立人の意見書⑤を受け付けた。  

平成27年 ２月23日 審議 第 281 回 

平成27年 ３月23日 審議 第 282 回 

平成27年 ４月21日 審議 第 283 回 

平成27年 ４月27日 異議申立人の意見書⑥を受け付けた。  

平成27年 ５月29日 審議 第 284 回 



平成27年 ６月22日 審議 第 285 回 

平成27年 ７月24日 審議 第 286 回 

平成27年 ８月28日 審議 第 287 回 

平成27年 ９月28日 審議、答申 第 288 回 

 

別記５ 静岡県情報公開審査会委員の氏名等（氏名は、五十音順） 

氏  名 職  業  等 調査審議した審査会 

 興 津 哲 雄 弁護士 第 281 回～第 288 回 

 鈴 木  紀 子 弁護士 
第 281 回～第 284 回 

第 286 回、第 287 回 

高 橋 正 人 静岡大学 人文社会科学部 准教授 第 285 回～第 288 回 

 中野 美恵子 静岡大学 教育学部 教授 
第 281 回～第 284 回 

第 286 回、第 288 回 

望月  律子  静岡県看護協会 会長 
第 281 回～第 286 回 

第 288 回 

森  俊太  静岡文化芸術大学文化政策学部学科長 第 281 回～第 288 回 

山本  雅昭 静岡大学 人文社会科学部 教授 第 282 回 

 

 

 

  

 


